
 

 

 

 

 

 

 

 

「平成 26 年度診療報酬改定等の影響に関するアンケート」の分析結果について 
 

独立行政法人福祉医療機構では、平成 26 年度診療報酬改定に伴う影響と各病院の病棟転換の方向

性について、次のとおりアンケートを実施しました。 

■調査期間：2014 年 5月 12 日（月）～5月 23日（金） 

■調査方法：WEB 上のアンケート 

■回 答 数：201 施設 

アンケートの分析結果の概要は次のとおりです。 

機構ホームページ(http://hp.wam.go.jp/tabid/1853/Default.aspx)にも内容は掲載しております。 

 

 

201 施設（172 法人）からご回答いただき、病床規模については、「100 床未満」が 38%と最も

多く、次いで「100 床以上 200床未満」が 36%となっています。 

 

 

今回のアンケート結果から、各病院の今後の利益については厳しい状況が見込まれており、

可能な限り早い段階で自院の立ち位置と将来目指すべき方向性等を明確化し、それに向けた体

制整備を強化する必要があることがうかがえました。 

 

今次診療報酬改定では、「医療機関の機能分化・強化と連携」がキーワードとなっていま

す。アンケート結果からは、「7対 1入院基本料」については、算定要件の厳格化により別

の病棟への変更を模索する動きがあり、一方「その他の病棟」については、在宅復帰率の

要件化に伴う対応策として、受け皿機能としての役割を担うべく病棟変更を検討する動き

等が見受けられ、今次診療報酬改定を強く意識した構図がうかがえます。 

 

また、国の示す 2025 年の姿において、各病院の今後の方向性については、病床規模が小

さな病院ほど「未定」と回答する割合が高く、現時点において周辺病院との関係における

自院の位置づけや将来目指すべき方向性・担うべき役割が定まっていないものとも考えら

れます。 

以上 
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ＷＡＭは福祉と医療の民間活動を応援します 

2. アンケート分析結果の概要 

1. ご回答いただいた病院傾向 


